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1 背景と目的 

1.1 事業の背景と目的 

少子化の進行、生産年齢人口の減少等を背景とする企業の人手不足が深刻化してお

り、特に中小企業では必要な人材確保の困難が増している。この問題への対応として、

大企業に比べ低い水準にとどまる中小企業の生産性の向上が喫緊の課題となっている。

特に中小企業の商取引においては IT の体系的な活用が十分に進まず、生産性向上を阻

害する次のような問題が生じている。 

① 中小企業では FAX 等のアナログな手法で受発注情報をやりとりすることが多く、

各社の業務システムとのデータ連携がなされないため、取引の段階ごとに情報の

転記・システム入力が発生する等の非効率が生じている。 

② 取引先主導で EDI の導入がなされることにより、取引先ごとに異なる様式で異

なるシステムでのデータ交換が求められる。このため取引情報の一元的な処理が

できず、これらのデータを社内業務システムに連携するには、多くの中小企業に

とってさらに対応が困難となる。 

③ 決済時に詳細な内訳等の明細情報を添付する仕組みがないため、特に受注側企業

では支払われた金額と受発注情報との突き合わせ・消し込み等に多大な労力を要

している。 

これらの状況の改善が中小企業における生産性向上につながることが期待される。

このうち①、②については、平成 28 年度「経営力向上・IT 基盤整備支援事業(次世代

企業間データ連携調査事業)」（以下、「平成 28 年度事業」という。）において、国際標

準仕様を踏まえた「中小企業共通 EDI 標準」（以下、「共通 EDI」という。）を用いた企

業間データ連携及び各社社内システムとのデータ連携の仕組みの構築・利用を中心と

した実証が行われ、これらの仕組みによる商流情報連携等が中小企業の受発注業務の

効率化につながることが明らかになってきた。また、平成 28 年度事業においては、技

術的観点、普及的観点から、各サービスプロバイダーが互いに接続の調整を試みる非効

率性が指摘され、共通利用できる「ゲートウェイセンター」の有効性が提言された。一

方、③については、平成 30 年 12 月に XML 形式で明細等の内訳情報（金融 EDI）を

添付することができる新たな「全銀 EDI システム（ZEDI）※」（以下、「ZEDI」とい

う。）の稼働が開始され、これにより課題解決に向けた重要な基盤が整うことになった。  

本事業は、上記③の状況を踏まえ、共通 EDI や他の業界標準 EDI 等を用いた商流情

報連携の仕組みと ZEDI を連携させ、中小企業の商取引における受発注から決済（消込

等含む）までの一連の業務情報全体をデータ連携させる仕組み（以下、「決済・商流情

報連携基盤」という。）を検討し、売掛金等の効率的な消し込みその他取引データの活

用による中小企業の生産性向上の効果に関する実証検証を行うものである。 
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図 1 本事業で実施するデータ連携イメージ 

※全銀 EDI システム（ZEDI）とは、企業間送金指図において、既存固定長から XML

電文への移行を実現し、EDI 欄を大幅に拡張することで、明細等の内訳情報（金融 EDI）

を同時に送信可能とするシステムである。全銀システムの運営主体である全国銀行資

金決済ネットワークが構築を進め、2018 年 12 月に稼動を開始している。詳細：

https://www.zenginkyo.or.jp/abstract/efforts/smooth/xml/（全国銀行協会 WEB サイト） 
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1.2 実証・技術調査部会の活動目的 

本事業では決済・商流情報連携基盤の検討を行うために、４以上のモデルプロジェク

トを公募により採択し実証検証を実施することとした。実証検証を実施するうえでは、

整備委員会の配下に「実証・技術調査部会（以下、本部会）」を設置した。本部会は、

モデルプロジェクト公募要領の内容検討、モデルプロジェクト採択後に実証検証が滞

りなく進捗するためのプロジェクト管理ならびに各種技術支援等を行うことを目的と

して設立された部会である。 

 

図 2 事業体制 
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2 活動計画 

2.1 スケジュール 

本部会の活動は、本事業期間のうち、モデルプロジェクト公募準備から実証検証が終

了するまでの 2018 年４月から 2019 年２月末まで実施することとし、全４回の部会活

動を計画した。 

また、部会活動とは別に、本部会で審議が必要な事案が発生した都度、書面による審

議も実施することとした。 

 

図 3 事業全体スケジュール 

2.2 メンバー 

本部会の検討メンバーは、委員として有識者７名、オブザーバとして各モデルプロジ

ェクトの代表者７名を加えた合計 14 名で構成した。具体的なメンバーは本報告書の冒

頭にある「実証・技術調査部会委員」にある通りである。 

なお、各モデルプロジェクトの代表者であるオブザーバは、モデルプロジェクト採択

後の第２回実証・技術調査部会（2018 年７月 26 日開催）から参画した。 

2.3 テーマ 

実証・技術調査部会は５つのテーマを掲げて活動を行った。各テーマの具体的な内容

は以下の通りである。 

① モデルプロジェクトの実証事業推進の統括管理 

調査実証の仕様策定、採択されたモデルプロジェクトの実証事業遂行に関する進
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捗管理および課題管理を中心とした統括管理を行う。また、モデルプロジェクトの

実証検証結果を踏まえた実証成果の事例をまとめた資料、および実証検証報告書の

提出を受け、実証・技術調査部会で確認する。 

② 共同利用システムの仕様検討支援 

共同利用システムの各種機能（以下（ア）～（ウ））に関して、品質管理活動含め

た仕様検討支援を行う。 

(ア)共通メッセージ変換 

異なる決済・商流情報連携基盤（プロバイダ）に接続しているユーザ企業同

士が決済・商流情報連携基盤および共同利用システムを介してデータ連携する

ために必要な仕様を検討する。 

(イ)FB クラウド 

決済・商流情報連携基盤が共同利用システムを介して ZEDI 接続するために必

要な仕様を検討する。 

(ウ)ZEDI シミュレータ 

決済・商流情報連携基盤が商用接続前に実証を行う際に、ZEDI と同等の模擬

応答が可能なシミュレータ機能を用いて接続テストを行うために必要な仕様を

検討する。 

③ 設計支援ツールの整備 

実証検証の実施、ならびに今後の普及展開活動を見据え、中小企業庁の委託事

業である平成２８年度経営力向上・ＩＴ基盤整備支援事業（次世代企業間データ

連携調査事業）で開発した「業界横断 EDI レジストリ管理システム」に関して、

本事業で必要な更新を行う。 

(ア)業界横断 EDI レジストリ管理システムの主な構成 

業界横断 EDI レジストリ管理システム（WEB） 

∟レジストリ検索 

∟ドメイン登録申請 

∟レジストリ登録申請 

 ∟BIE 表作成支援ツール 

 ∟業界標準 EDI 共通辞書 

(イ)更新内容 

現在の業界横断EDIレジストリ管理システムは国連CEFACT共通辞書CCL16Bま

でしか対応しておらず（最新版は CCL18A）、平成２８年度経営力向上・ＩＴ基盤

整備支援事業（次世代企業間データ連携調査事業）にて新たに申請した情報項目

等は反映されていない。そのため、業界横断 EDI 共通辞書の情報名および意味定

義を翻訳し、日本語対応辞書の整備を行う。 
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④ モデルプロジェクトに関する各種技術支援 

モデルプロジェクトと密な連携を取ることで、各種技術的な支援を行う。想定

する主な技術支援を以下に記載する。 

(ア) モデルプロジェクト実証検証計画および結果に関する助言 

(イ) 決済・商流情報連携基盤同士の連携実証計画および結果に関する助言 

(ウ) その他、モデルプロジェクトからの要請に基づく技術に関する助言 

⑤ 実証・技術調査部会活動報告書の作成 

上記①～④の活動成果として、実証・技術調査部会活動報告書を整備委員会に

提出する。 

 

なお、これら活動については事務局が主体的に推進し、実証・技術調査部会では内容

について審議・承認する形で進めていくものとした。 
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3 活動実績 

3.1 活動の記録 

本部会は整備委員会をはじめとした関係する部会の開催時期、およびモデルプロジ

ェクトの進捗状況を勘案し、以下の日程にて全４回開催した。また、会議体とは別に、

事業進捗に合わせた適切なタイミングにて以下の日程にて委員による書面審議を５回

実施した。 

 

図 4 事業全体スケジュール 

会議体における実施日、主なアジェンダ、承認事項を表１に、書面審議における実施

日、審議事項、承認事項を表２に記載する。 

表 1 実証・技術調査部会概要 

実施日 主なアジェンダ 承認事項 

2018 年 

５月 16日 

・事業概要の説明 

・部会活動計画に関する審議 

・公募要領に関する審議 

・ツール外注に関する審議 

・部会長に菅又久直様を選出 

・部会活動計画に関する承認（条件付

き承認） 

・公募要領に関する承認 

・ツール外注に関する承認 

2018 年 

７月 26日 

・共同利用システム接続仕様書に関

する審議 

・モデルプロジェクトキックオフ 

・共同利用システム接続仕様書に関

する承認 

2018 年 

11月13日 

・事業概況の報告 

・事例のまとめ方に関する審議 

・プロジェクト進捗状況報告に関す

る承認 

・事例のまとめ方に関する承認 
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2019 年 

２月 20日 

・モデルプロジェクトの成果発表 

・実証・技術調査部会活動報告書およ

び共同利用システム構築運用報告書

に関する審議 

・ 各モデルプロジェクトより事業成

果に関する報告が行われた 

・実証・技術調査部会活動報告書の内

容について承認頂いた 

表 2 書面審議事項概要 

実施日 審議事項 承認事項 

2018 年 

６月 11 日 

・活動計画書に対する指摘を踏まえ

た修正内容に関する審議 

・共同利用システム要件定義工程完

了報告書に関する審議 

・部会活動計画に関する承認 

・共同利用システム要件定義工程完

了報告書に関する承認 

2018 年 

７月 19 日 

・共同利用システム外部設計工程完

了報告書に関する審議 

・共同利用システム外部設計工程完

了報告書に関する承認 

2018 年 

９月６日 

・決済・商流情報連携基盤同士の連

携実証組合せに関する審議 

・決済・商流情報連携基盤同士の連

携実証組合せ（プロバイダを跨いだ

実証検証）に関する承認 

2018 年 

11 月２日 
・実証検証パターンに関する審議 

・実証検証のパターン（検証環境お

よび検証スコープ）に関する承認 

2018 年 

12 月 18 日 

・共同利用システム総合試験工程完

了報告書に関する審議 

・共同利用システム総合試験完了報

告書に関する承認 

 

3.2 モデルプロジェクトの実証事業推進の統括管理 

3.2.1 公募 

2018 年５月 11 日に開催した「第 1 回 整備委員会」、2018 年５月 16 日に開催した

「第 1 回 実証・技術調査部会」で、平成 29 年度「中小企業・小規模事業者決済情報

管理支援事業」モデルプロジェクト公募要領（以下、「公募要領」という）の審議・承

認を得た。 

公募要領の審議・承認を経て、2018 年５月 18 日よりモデルプロジェクトの公募を

開始した。 

（主なスケジュール） 

 2018 年５月 18 日 公募開始 

 2018 年５月 24 日 公募説明会開催 

 2018 年６月 18 日 公募締切 
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 2018 年７月 19 日 採択モデルプロジェクト決定（整備委員会） 

 

図 5 公募スケジュール 

3.2.2 審査 

2018 年６月 18 日の公募締切りまでに、５法人、５プロジェクトの提案があり、

計２回のモデルプロジェクト審査会および、ヒアリング審査による審議を行った。 

審査の過程においては、本部会からモデルプロジェクト審査会に対して、事前審

査結果の共有、審査方法についての提案を行った。 

モデルプロジェクト審査会および整備委員会による厳正なる審議の結果、４法人

から４モデルプロジェクトを採択した。採択した４モデルプロジェクトの概要は以

下の通りである。 

表 3 採択事業者一覧 

# プロジェクト名称 通称 プロジェクト幹事法人 

1 
北海道の地域企業間における

電子決済の実証検証 
北海道 PJ (株)イークラフトマン 

2 豊田・静岡連携プロジェクト 
豊田・静岡

PJ 
(株)グローバルワイズ 

3 
クラウド ERP＋EDI+ZEDI 連携

プロジェクト 
ERPPJ (株)スマイルワークス 

4 大垣惣菜 EDI プロジェクト 岐阜 PJ 
(株)ミライコミュニケ

ーションネットワーク 

 

3.2.3 モデルプロジェクト管理 

モデルプロジェクト管理として「プロジェクト進捗状況」および「課題」に関して

管理を行った。具体的な管理方法としては、月次にて「実績報告サマリ」「進捗サマ
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リ」「WBS（Work Breakdown Structure）」「課題管理表」の提出を求め、概要および

詳細について状況を把握した。進捗遅延や課題が発生しているプロジェクトについて

は別途報告を求めることで、プロジェクトリスクを早期に把握できるようプロジェク

ト管理を実施した。 

 

図 6 モデルプロジェクト管理ルール 

3.2.4 モデルプロジェクト概要 

3.2.4.1 参加企業 

本事業ではプロバイダ事業者の他に、受発注企業および金融機関を含めたコンソ

ーシアム形式にて事業推進を行った。各モデルプロジェクトにおけるプロバイダ事

業者、発注企業、受注企業、金融機関は以下の通りである。 
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表 4 モデルプロジェクト参加企業一覧 

 

  

# 通称 プロジェクト幹事法人 発注企業 受注企業 金融機関

1 北海道PJ (株)イークラフトマン
（株）辻野商店
（株）田西会館

（有）浅野農場 北洋銀行

2 豊田・静岡PJ (株)グローバルワイズ

小島プレス工業（株）
矢崎総業（株）（もの
づくりセンター）
伊豆技研工業（株）

（株）眞栄
伊豆技研工業（株）
（株）ケイエスワイ

三菱UFJ銀行
静岡銀行

3 ERPPJ (株)スマイルワークス
（株）柳田織物
（株）イーシーセン
ター

（株）イーシーセン
ター
（株）柳田織物

みずほ銀行

4 岐阜PJ
(株)ミライコミュニケー
ションネットワーク

（株）デリカスイト
（株）飼沼
（株）烏骨鶏本舗

大垣共立銀行
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3.2.4.2 北海道の地域企業間における電子決済の実証検証（北海道 PJ） 

北海道の地域企業間における電子決済の実証検証における実証検証概要を以下に

記載する。詳細は「別添①北海道の地域企業間における電子決済の実証検証 実証検

証報告書」を参照のこと。 

○背景と目的 

ＩＴ活用が進んでいない地方の中小企業・小規模事業者においても決済・商流取

引のデジタル化が経営革新に有効であることを実証し、ＺＥＤＩを含めた決済・商

流情報連携基盤の普及につなげる。 

 

  



13 

○現状と課題 

 情報管理システムは、３社ともに市販で安価な仕入・販売管理パッケージに留

まり、大半のデジタル情報管理はエクセルで行っている。その為紙媒体での情

報管理が中心となり情報の再利用や検索に労力を要している。 

 支払いや入金確認は、取引銀行のインターネットサービス（ＩＢサービス）を

使用しているが、仕入・販売管理パッケージとのデータ連携が無い為、支払い

処理の手入力による負担や入力ミス、入金処理の目視と手入力による販売管理

パッケージへの入金消込みに時間と労力を要している。 

 

○解決策の提案 

 手作業が中心で、取引情報が社内部署間も取引企業間も分断された現況を、決

済・商流情報連携基盤の活用により、決済までの情報がデジタル化され適切に

データ連携交換が実現することで、入金消込等事務処理の生産性の飛躍的な向

上が期待できる。 
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○実証検証概要 

 決済・商流情報連携基盤は、中小企業共通ＥＤＩ（商流基盤）に決済機能を追

加したシステム 

 プロジェクト内の受発注双方に、上記連携基盤と親和性の高い業務管理ソフト

を配置 

 決済情報は、上記連携基盤が共同利用システム経由でＺＥＤＩに受け渡す 

 受注企業が使用している市販の販売管理パッケージへ、上記業務管理ソフトよ

り売上と入金情報を渡す 

 共同利用システム＋ＺＥＤＩ経由で、他の情報連携基盤との決済・商流業務処

理を可能にする 
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○効果および課題 

 注文から消込までの合計で、約３３％の時間短縮となり、決済業務に絞ると約

４７％の時間短縮が実証された 

 異なる情報連携基盤を使用する企業間で、注文から決済（消込）までの業務が

円滑に出来ることが実証された。 
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○普及計画 

 北海道の食品流通の中小企業を中心ターゲットとして普及に取り組む 

 中小企業の財務と IT 状況を踏まえ、活用しやすいサービスから提供する 

 地域の商工団体・行政そして金融機関と連携しビジネス基盤として普及させる 

 

○普及に向けた課題と解決策 

 利用企業側は「コスト負担」「IT 人材」に関する課題の解決が必要 

 連携基盤の提供側は「普及体制」「電子決済代行業」に関する課題の解決が必要 
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3.2.4.3 豊田・静岡連携プロジェクト（豊田・静岡 PJ） 

豊田・静岡連携プロジェクトにおける実証検証概要を以下に記載する。詳細は「別

添②豊田・静岡連携プロジェクト 実証検証報告書」を参照のこと。 

○背景と目的 

 日本は少子高齢化が進み、労働人口が大幅に減少している。そして、その打撃

を受けるのは中小企業であり、業務のＩＴ化による生産性向上・企業間連携の

ＩＴ化・金流スピードＵＰ及び消込等業務のＩＴによる自動化への対応が必須

となっている。 

 平成 28 年度中小企業庁委託事業「経営力向上・ＩＴ基盤整備支援事業（次世代

企業間データ連携調査事業）」において「豊田商工会議所における商工会議所モ

デル共通ＥＤＩ連携」（小島プレス工業）・「静岡発エンジニアリングチェーンに

おける共通 EDI 連携」（矢崎総業株式会社）を実施した。今回この２つの中小

企業共通ＥＤＩコンソーシアムで豊田（ＧｒｅｅｎＥＤＩ）、静岡（ＥｃｏＣｈ

ａｎｇｅ）を連携し、金融ＥＤＩ連携の実証検証を行い、更なる生産性の向上

と業務の効率化、利便性、多様性への対応を目指し、普及拡大への取組みを行

う。 
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○現状と課題 

 中小・小規模事業者にとって、検収の『月ズレ』発生による支払・入金の遅れ

は資金繰りを圧迫させる非常にクリティカルな課題となる。 

 月締めでの請求確定では、違算が発生した場合の精算が翌月以降に遅れること

もあり得る。 

 支払・消込機能を各社が個別に実装することは非常に非効率。 

 

○解決策の提案 

 納品単位での請求・支払を可能とし、決済の早期化・中小・小規模事業者の資

金繰り改善に寄与する仕組みづくりを実現する。 

 検収データを活用し、日々の売上・仕入金額を確定することで月締めの一括請

求確定での違算発生を防ぐ。 

 共同利用型システムの提供、および個別業務アプリと接続可能な共通 EDI 基盤

上で支払・消込機能を提供。 
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○実証検証概要 

 商流情報は、２モデル共に「中小企業共通 EDI」を使用する。 

豊田商工会議所モデルでは、「GREEN-EDI」を用いた受発注企業間の取引を行

い、静岡県 IoT 活用研究会モデルでは、「個別業務アプリケーション」＋

「EcoChange」を用いて受発注企業間の取引を行う。 

 共同利用システムとの連携は、いずれのモデルも「 EcoChange」を介して実証

を行う。 

 

○効果と課題 

 両方モデルにおいて出荷・検収プロセス以降の業務改善効果が見られた。特に

入金消込においては、80％以上の大幅な改善効果が得られた。 

 入金消込で大幅な改善効果が得られる最大の要因は、注文でデータ化された情

報が、検収、請求、支払いまで一気通貫に流れることによる EDI データの再利

用化である。 
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○普及計画 

 豊田モデルでは、商工会議所のネットワークを活用し普及活動を進める。 

 静岡モデルでは、静岡県 IoT 活用研究会と連携し継続して EDI 利用を促進す

る。 

 

○普及に向けた課題と解決策 

 決済・商流連携サービス事業者が自走できる仕組みを実現する。 

 広く利用者に利益を訴求することで『面』の普及を推進する。３つの協調型モ

デルで普及を推進していく。 
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3.2.4.4 クラウド ERP＋EDI+ZEDI 連携プロジェクト（ERPPJ） 

クラウド ERP＋EDI+ZEDI 連携プロジェクトにおける実証検証概要を以下に記

載する。詳細は「別添③クラウド ERP＋EDI+ZEDI 連携プロジェクト 実証検証報

告書」を参照のこと。 

○背景と目的 

 「紙と手作業」「データ連携されない手続き」の撤廃 

 自動データ連携により「ローデータ（現場の情報）」を「リアルタイム」に「必

要な形式」で提供され中小企業の生産性向上に大きく貢献できることを示す 
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○現状と課題 

 ①決済におけるメッセージ規格(データ連携)と確実な支払消込と入金消込の実

現 

 ②クラウド ERP と他 ESP 間との EDI(メッセージ規格準拠とデータ連携) 

 

○解決策の提案 

 ZEDI を介して決済向け「支払通知メッセージ」を送受信し、EDI 情報連携し

入金消込 

 共同利用システムを介して「中小企業共通 EDI メッセージ」および決済向け「支

払通知メッセージ」を ESP 間で送受信 
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○実証検証概要 

 ①商流～決済の全プロセスを通し、シミュレータ上で時間計測し効果測定 

 ②商流～決済の全プロセスを通し、ZEDI 本番を利用し時間計測 

 ③商流～決済の全プロセスを通し、異なる ESP 間において連携し消込実現を確

認 

 

○効果と課題 

 異なる ESP 間の商流～決済までの連携確認 

 ZEDI を介して実口座へ振込、入金消込確認 

 ZEDI 連携と自動入金消込による効果測定 
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○普及計画 

 クラウド ERP＋EDI＋金融機関連携（ZEDI）ソリューションサービス開始 

 新消費税対応で業務システムの入替需要と併せてプロモーション 

 インボイス対応（2023 年 10 月）とダイアルアップ廃止（2024 年前半）と併せ

て移行促進 

 

○普及に向けた課題と解決策 

 EDI（企業間電子商取引）の認知と推進 

 業務システム改革（ERP）と EDI 導入支援体制の確立 

 既存 EDI 及び既存業務ソフトとの連携の推進 
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3.2.4.5 大垣惣菜 EDI プロジェクト（岐阜 PJ） 

大垣惣菜 EDI プロジェクトにおける実証検証概要を以下に記載する。詳細は「別

添④大垣惣菜 EDI プロジェクト 実証検証報告書」を参照のこと。 

○背景と目的 

 事務管理業務の生産性向上 

 廃棄ロスの低減 

 地域企業や取引先に EDI を広めたい 
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○現状と課題 

 取引は FAX や書類のやりとりがほとんどで本社業務を圧迫している。 

 EDI システムはあるが、取引先での導入が進まない。 

 60 ほどある店舗の発注は、本社でとりまとめ処理している 

 

○解決策の提案 

 取引先が導入しやすい WebEDI で容易に利用できるようにする 

 受発注および請求入金処理を電子化し、金融 EDI と接続し自動化を行う 

 店舗発注を促進するため、タブレットを導入する 
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○実証検証概要 

 全ての工程で実取引にて実証をおこなった。（システムテストを除く） 

 タブレットによる店舗からの発注業務を実施 

 ZEDI を利用した振込・入金確認業務を実施 

 

○効果と課題 

 Web-EDI 活用により受発注にかかる時間が約３５%減 

 ZEDI 連携により、請求・入金消込にかかる時間が約７１％減 

 全体の業務を通して約４８%減 
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○普及計画 

 商流ＥＤＩをデリカスイトの取引先メインに３年で２００社に普及 

 地域企業への普及活動も同時に行う 

 ＩＢ版ＺＥＤＩ、流通 BMS との連携を含め、5 年後 500 社の普及を目指す 

 

○普及に向けた課題と解決策 

 コスト：対費用効果を踏まえたメリット 

 ZEDI 連携の際の利用料金の低減、契約の容易さ 

 発注企業の買掛消込機能 
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3.3 共同利用システムの仕様検討支援 

3.3.1 サービスモデルからの共同利用システム構築の背景 

中小企業等における受発注に関しては平成 28年度事業を通じ共通EDIで標準化さ

れているが、既に業界独自の標準フォーマット（業界 EDI)や個社が制定したフォー

マット（個社 EDI）など多くの EDI フォーマットが使われている。このため、すべ

ての企業がシームレスな企業間取引を行うためには共通EDIに対応していないEDI・

アプリケーションサービスプロバイダ（以下、「ESP」という。）や個社 EDI を扱う企

業を跨いで相互接続を実現する必要がある。相互接続に向けて各 ESP 間で互いに接

続の調整を試みた場合、その組み合わせの数だけ調整が必要となり多大な稼働・シス

テム対応を要することが想定される。また ZEDI 接続に関しては、銀行界共通となる

ZEDI 接続インターフェイスに対して ESP 各々がほぼ同じシステム対応を行うこと

になるため、この点も非効率が生じると考えられる。 

 

図 7 既存 EDI の技術課題（非効率な接続形態） 

そこで、上記の課題に対して、HUB＆SPOKE モデルでの接続を検討し、EDI 交換

プラットフォーム（実証用共同利用システム）が各 ESP に向けた共同利用型のサー

ビスとして、異なるフォーマットを取り扱う ESP 間で決済・商流情報の相互連携を

実現する機能と、決済情報を ZEDI・金融機関と連携する際の ZEDI との接続機能を

提供することで、より効率的に ESP 間の相互接続・ZEDI 接続につながるのではない

かとの仮説を立てた。 
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図 8 本事業における解決の方向性（共同利用システムの提供） 

3.3.2 本実証における共同利用システム構築の背景 

本実証は、「決済・商流情報連携基盤」提供者である ESP の有効性を検証するもの

であり、決済事務・入金消込の合理化検証では ZEDI と接続することを前提としてい

る。一方で、実証事業期間の大半は ZEDI が開発期間中であること、また仮に ZEDI

が提供中だとしても、決済を伴う実証においては実際の企業間の資金移動を伴うもの

となることから、本実証事業においては ZEDI および金融機関ホスト相当の模擬応答

機能の提供が必要と考えられた。 

また、本事業の調査実証スケジュールと ZEDI 稼動スケジュールを考慮すると、

ESP 側のシステム準備が間に合わないことも予見されていた。ZEDI は平成 30 年 12

月の稼動に向けた開発スケジュールに沿って各開発工程を進めており、ZEDI に接続

する事業者・ベンダーの接続試験可能期間は平成 30 年 10 月までとされていた。一

方、本事業における実証プロバイダの選定は平成 30 年 7 月頃となることから、約３

ヶ月間で ZEDI の接続インターフェイス仕様開示を受け、ZEDI への接続機能を実装

したうえで、接続性を担保することは困難と想定された。このことから、本実証事業

においては ZEDI との接続を代行する機能の提供が必要と考えられた。 

なお、ZEDI 接続機能の提供検討にあたっては、本実証の対象となる接続チャネル

を「一括ファイル伝送（FB）」とする方向で検討を進めた。ZEDI 稼動時のスコープ

として、XML 電文への移行対象となるチャネルは以下の通りである。 
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表 5 XML 電文への移行対象となるサービスおよびチャネル 

 

（出典）一般社団法人 全国銀行資金決済ネットワーク資料をもとに事務局にて作成 

ZEDI への接続チャネルは一括ファイル伝送（FB）およびインターネットバンキ

ング（IB）の２チャネルが考えられる。インターネットバンキング（IB)に関して

は、サービス料金面等から中小企業には受け入れやすいチャネルであるものの、

Web ブラウザ画面より人手を介した送金・入金確認作業が必要となる。本事業の前

提となる中小企業にデータ連携に係る手間が生じない仕組み（STP 化）としての

「決済・商流情報連携基盤」の実証検証を考慮すると、基盤提供者であるサービス

プロバイダのシステムによる接続および自動実行が適していると考えられることか

ら、現状の ZEDI 提供チャネルでは一括ファイル伝送（FB）を前提とする方が望ま

しいと考えた。なお、インターネットバンキング（IB）においても、昨今のオープ

ン API 化の潮流により、今後 STP 化を前提とした仕組みが提供可能となると想定さ

れるが、現時点で ZEDI に対応するインターネットバンキングのオープン API 対応

は各金融機関によりバラつきがあることから本実証では見送りとした。 

3.3.3 共同利用システム概要 

本事業では全体最適化の視点から、共同で利用可能な共通メッセージ変換や ZEDI

との接続機能を提供する基盤として共同利用システムを事務局より提供した。 

共同利用システムは「共通メッセージ変換機能」「ZEDI 接続（FB クラウド）」「ZEDI

シミュレータ」から構成され、本事業のためだけに構築されたシステムである。 

区分
サービス
（種別）

チャネル
ZEDI稼動時
のスコープ

支払企業 総合振込

一括ファイル伝送（FB）
個別金融機関接続 ◎

共同センタ経由 対象外

媒体（MT等） 対象外

インターネットバンキング（IB）
ファイルアップロード ◎

画面入力 対象外

FAX振込サービス、テレフォンバンキング、ATM、窓口等 対象外

受取企業
振込入金通知
入出金取引明細

一括ファイル伝送（FB）
個別金融機関接続 ◎

共同センタ経由 対象外

媒体（MT等） 対象外

インターネットバンキング（IB） ファイルダウンロード ◎
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図 9 共同利用システム全体像 

3.3.3.1 共通メッセージ変換機能概要 

決済・商流情報連携基盤からの通信、および国際標準に準拠した受渡フォーマッ

トを介した決済・商流情報連携基盤間の異なるフォーマットの相互連携を実現する

機能。「プロバイダ通信機能」「プロバイダ認証機能」「プロバイダ中継機能」「フォ

ーマット変換機能」「マッピング設定機能」「プロバイダ向けアドレス管理機能」か

ら構成される。 

 

図 10 共通メッセージ変換 
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表 6 XML 電文への移行対象となるサービスおよびチャネル 

 機能 機能概要 

1 プロバイダ 

通信機能 

ESP と共同利用システムの通信を実現する機能。 

回線：インターネット 

通信プロトコル：SOAP を用いたサーバー対サーバ

ー接続通信 

2 プロバイダ 

認証機能 

IP アドレスを用いてプロバイダを認証する機能。 

3 プロバイダ 

中継機能 

異なる 2つのプロバイダを中継し、HUB となる相互

連携機能。 

4 フォーマット 

変換機能 

プロバイダ固有のフォーマットと受渡フォーマット

を相互に変換する機能。 

5 マッピング 

設定機能 

プロバイダ固有のフォーマットと受渡フォーマット

とのマッピングテーブルを設定する機能。 

6 プロバイダ向け 

アドレス管理機能 

共同利用システムにてプロバイダを一意に特定でき

るアドレスを管理し、プロバイダの受信サーバーの

IP アドレス等に変換する機能。 
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3.3.3.2 ZEDI 接続（FB クラウド）機能概要 

決済・商流情報連携基盤と ZEDI が接続するために共同利用可能な決済ファイル

の生成・読込や通信モジュールを提供する機能。「ZEDI 接続機能」「ZEDI 証明書管

理機能」「総合振込機能」「入出金明細照会機能」から構成される。 

 

図 11 ZEDI 接続（FB クラウド） 

3.3.3.3 ZEDI シミュレータ機能概要 

ZEDI および金融機関ホストシステムに代わり、模擬応答を行うシステム。「電文

送受信機能」「簡易チェック機能」「電文蓄積機能（銀行ホストシミュレータ）」から

構成される。 

 

図 12 ZEDI シミュレータ 
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3.3.4 共同利用システム品質承認 

本事業では全体最適化の視点から、共同で利用可能な共通メッセージ変換や ZEDI

との接続機能を提供する基盤として共同利用システムを事務局より提供した。共同利

用システムは各モデルプロジェクトが共通で使用するシステムであるため品質不良

がプロジェクト全体への進捗に影響するリスクがあるため、実証・技術調査部会にて

品質承認を行った。 

なお、共同利用システムの開発工程（図 2 参照）と実証・技術調査部会の開催タイ

ミングは同期しておらず、また、本事業の最高意思決定機関である整備委員会への報

告タイミングも同じく同期していない。 

そのため、本事業では以下に記載した承認フローを採用し、品質承認を実施した。 

 

図 13 品質承認フロー 
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実証・技術調査部会にて品質承認した対象を以下に記載する。 

表 7 品質承認対象一覧 

# 対象 内容説明 

1 公募要領別紙 公募するにあたり、共同利用システムに関する詳細（共

同利用システム、ZEDI シミュレータ、通信プロトコル、

決済メッセージ）を記載した資料 

2 要件定義工程完了報告書 要件定義工程完了報告として、要件定義工程での取り

組み内容、品質評価方法、次工程への申し送り事項を記

載した資料 

3 外部設計工程完了報告書 外部設計工程完了報告として、外部設計工程での取り

組み内容、品質評価方法、次工程への申し送り事項を記

載した資料 

4 共同利用システム接続仕

様書 

モデルプロジェクトが共同利用システムを利用するに

あたり実装するための設計書。メッセージ変換、ZEDI

接続、ZEDI シミュレータ、連携プロトコルに関する仕

様書。 

5 総合試験工程完了報告書 総合試験工程完了報告として、総合試験工程での取り

組み無いよう、品質評価方法を記載した資料 
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3.3.5 実装および運用評価 

3.3.5.1 共通メッセージ変換機能に関する評価 

本実証では、ESP 間の相互接続の課題に対し HUB＆SPOKE モデルで共同利用

システムが共通メッセージ変換機能を提供し、ESP 間の効率的な相互接続が実現

できるかの検証を行った。異なる ESP 間の相互接続の実現に向けては「接続プロ

トコル（ネットワーク・認証含む）」・「フォーマット変換」・「データ項目の意味づ

け変換」の観点での検討・検証が必要であり、これら 3 つの観点で共通メッセージ

変換機能に関する評価と考察を行う。 

1 点目の「接続プロトコル（ネットワーク・認証含む）」に関しては、今回の実

証では共同利用システムの接続プロトコルを事務局（共同利用システム）が規定し、

共同利用システムの接続インターフェイスに合わせて各 ESP(モデルプロジェク

ト)に実装いただく形態をとった。各 ESP（モデルプロジェクト）の負担を考慮し、

広く一般的に受入れやすい接続プロトコルを採用し、プロトコルは SOAP を用い

たサーバー対サーバー接続通信、ネットワークはインターネット、認証に関しては

IP アドレスおよび共同利用システムが払い出す電子証明書を用いた認証と規定し

た。 

なお、本実証では相互接続の観点から、接続先 ESP を特定・識別し、共同利用

システムを中継し相手先 ESP に通知する必要がある。このため、共同利用システ

ムにて独自のプロトコルを採用した。この点の背景・評価の詳細は『実証技術部会

報告書』を参照されたいが、本プロトコルの採用により相互接続が可能な旨を検証

できた。 

2 点目の「フォーマット変換」に関しては、XML 形式から CSV 形式への変換と

いったファイルフォーマット変換や文字コード変換などの形式変換を指す。共通

EDI を採用している ESP 間の相互接続に関しては、フォーマットが標準化できて

いることからフォーマット変換の検討は不要であり、共同利用システムとしての

大きな付加は生じなかった。この点から、共通 EDI による標準化の有効性が確認

できたと言えよう。次に、個別 EDI を採用している ESP と共通 EDI を採用して

いる ESP 間の相互接続に関しては、市販のフォーマット変換ソフトウェアを活用

し変換を行った。一定の工数はかかるものの、当初の予算内およびスケジュール内

に完了し、変換ソフトウェアの有効性も確認できた。 

3 点目の「データ項目の意味づけ変換」に関しては、下記図にも示すが、「Ⅰ.メ

ッセージ全体の意味づけ（注文メッセージや請求メッセージなどそのメッセージ

が示す全体の定義）」、「Ⅱ.メッセージ内の項目の意味づけ（注文番号や注文金額と

いった項目が指すものの意味）」「Ⅲ.メッセージ内の項目の利用有無（エンドユー
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ザが実際に利用する項目と利用しない項目）」「Ⅳ.各項目に設定される値そのもの

の意味づけ（商品コードや取引先番号など）」に分解できる。本実証において共同

利用システムは「Ⅰ.メッセージ全体の意味づけ」「Ⅱ.メッセージ内の項目の意味づ

け」に関して意味変換およびマッピングを行った。一方、「Ⅲ.メッセージ内の項目

の利用有無」「Ⅳ.各項目に設定される値そのものの意味づけ」に関しては各エンド

ユーザ企業の意向によりまちまちとなることから、これらの変換対応は各 ESP 側

で考慮・実装いただく事項として前提を置いていた。 

 

図 14 データ項目の意味づけ変換の分類とシステムの役割分担 

本報告書では共同利用システムが担う「Ⅰ.メッセージ全体の意味づけ」「Ⅱ.メッ

セージ内の項目の意味づけ」を中心に評価を行う。今回の相互変換では、共通 EDI

取扱い ESP 同士の接続と、個別 EDI 取扱い ESP と共通 EDI 取扱い ESP 間の２

パターンの接続実証を行っている。まず、共通 EDI 取扱い ESP 同士の接続に関し

ては、共通 EDI という標準化された EDI であったことにより、「Ⅰ.メッセージ全

体の意味づけ」「Ⅱ.メッセージ内の項目の意味づけ」に関して、フォーマット変換

同様に個別の調整がほぼ不要であり、共同利用システムとしても非常に容易に連

携することができた。この点も共通 EDI 標準仕様として共通 EDI を策定したこと

の意義を確認できたと言える。一方、「Ⅲ.メッセージ内の項目の利用有無」「Ⅳ.各

項目に設定される値そのものの意味づけ」に関しては ESP 間での調整事項であり、

個別の対応が必要なことから ESP 側で稼働を要したことが想定される。次に、個

別 EDI 取扱い ESP と共通 EDI 取扱い ESP 間に関しても、「Ⅰ.メッセージ全体の

意味づけ」「Ⅱ.メッセージ内の項目の意味づけ」に関し共同利用システムを通じて

相互連携を実現することができた。ただし今回は人手による意味理解によるマッ

ピングをおこなったことから、稼働が非常にかかり、費用対効果の観点でも今後検

証や対策が必要であると想定される。また、例えば、発注依頼メッセージおよび発

注回答メッセージのやりとりにおいて、発注側は発注メッセージに発注金額を記

述するが、受注側は発注回答メッセージには受注金額として設定するなど個社企

業の特性による意味づけの認識齟齬など、双方のメッセージの項目の意味理解に

関しても単純な作業でないことがわかった。本実証において明らかになった課題

Ⅰ．メッセージ全体の意味づけ

Ⅱ．メッセージ内の項目の意味づけ

Ⅲ．メッセージ内の項目の利用有無

Ⅳ．各項目に設定される値そのものの意味づけ

共同利用システムが
担う意味づけ変換

各ESPが
担う意味づけ変換

＜役割分担＞
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として新たに認識できたことは実証の成果とも評価できる。 

「接続プロトコル（NW・認証含む）」・「フォーマット変換」・「データ項目の意

味づけ変換」の観点での評価を述べたが、まとめると共同利用システムを介した相

互接続は技術的にも実現可能であることが実証でき、一定の成果があったと言え

る。共同利用システムを介することで、ESP の組み合わせの数だけ発生するであ

ろう ESP 間の調整稼動を削減することができたことも当初の想定の通りであった。

とはいえ、共同利用システム側でのマッピング作業に多大の工数がかかるので、そ

の工数の削減することは継続的に検討が必要となるだろう。 

また、本実証で ESP が担った「メッセージ項目の利用有無」や「各項目に設定

される値そのものの意味づけ」変換まで軽減できる仕組みが提供できれば、より

ESP 側の負担を軽くすることができ、ESP 間の相互連携が進むと考えられる。 

3.3.5.2 ZEDI 連携機能に関する評価 

本実証では、各 ESP が各々の投資で ZEDI への接続 I/F を実装することは非効

率との仮説から、共同利用システムが ZEDI への接続機能を各 ESP に対して提供

した。本 ZEDI 連携機能に関する評価をとりまとめる。 

ZEDI との接続 I/F に関しては、全銀ネットが ZEDI の API 仕様を策定してお

り、本仕様は所定の手続きを元に全銀ネットより開示されるものとなっている。一

定の制約はあるものの仕様開示の参入障壁は高くないと言える。ZEDI への接続機

能を提供する IT ベンダーは ZEDI の API に沿ってシステムを実装し、試験を行

ったうえで商品化を行う流れとなる。システムの実装にあたって、接続手順は JX

手順と言われるわが国においてはスタンダードな接続手順であるものの、ZEDI と

の接続管理など一定の開発が必要となる。また ZEDI は、クライアント証明書に

より接続先の特定を行うことから、ZEDI センターが発行するクライアント証明書

を取得し管理する機能等も必要となる。これらの機能を小規模の IT ベンダーや

ESP が自ら構築するのはハードルとなる可能性がある。このため、本実証では

ZEDI 接続機能を共同利用システム側に構築し、各 ESP が共同で利用可能な機能

として提供することで、各 ESP のシステム開発負担を削減する取組みを実施した。 

また、本実証の事業スケジュールおよび ZEDI の構築スケジュールを鑑みると、

モデルプロジェクトの公募選定から約 3 ヶ月で ZEDI との接続試験を完了する必

要があり、各モデルプロジェクトがエンドユーザ企業との接続や消込アプリケー

ションの開発を進めながら、ZEDI との連携機能を実装することは困難であったと

想定される。その点、今回の実証では ZEDI との接続および EDI プロバイダ間の

相互連携部分を共同利用システムが担い、企業との接続や金流商流連携機能、消込

アプリケーションの開発を EDI プロバイダが担うという役割分担ができ、スケジ
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ュール内の実証検証が実施できたと言える。実証事業を遂行する観点からも共同

利用システムの ZEDI 接続機能は必要不可欠だったと考える。 

今後の展開に関しては、本実証に参画した EDI プロバイダの利用ニーズの確認

も必要であるが、一部では中小企業では金融機関にかかる手数料等の観点から IB

チャネルでの利用が適しているとの声も上がっている。共同利用システムとして

中小企業に向けた ESP との連携を想定する上で、今回の実証で前提とした FB チ

ャネルを想定した ZEDI 接続機能がビジネス的に機能するかは検証が必要となる

だろう。 

加えて、ZEDI の稼動にあわせて、ZEDI との接続機能を担う通信パッケージソ

フトの市販も一部ベンダーより始まっている。このため、ESP は今後 ZEDI との

接続を検討するにあたり、「ZEDI との接続機能を自ら実装する」「通信パッケージ

を組み込む」「共同利用システムのようなクラウド機能を利用する」という選択肢

が考えられる。クラウド提供に関しては、一般的には価格・利便性・接続容易性な

どで有利となるが市場の動向をみながら必要有無を検討する必要がある。 

今回の実証を進める中で、金融庁など関係当局により、ZEDI に接続し資金決済

および入金確認を代行する ESP に関しても電子決済代行業（以下、「電代業」とい

う。）に該当するとの整理がなされた。電代業では継続的な業法対応やセキュリテ

ィの確保を求められることから、電代業免許取得し維持していくことは ESP 側の

コスト増にもつながることが判明している。このハードルを共同利用システム側

で ZEDI との接続に必要な ID やパスワード情報を保持するなどし、共同利用シス

テムが電代業に該当をする仕組みを構築し、各 ESP の対応負荷を削減する取組み

もビジネスの可能性としてはあるかもしれない。 

3.3.5.3 ZEDI 接続(FB クラウド)機能に関する評価 

本実証では、共同利用システムにおいて ZEDI 模擬応答機能を提供するため、

ZEDI シミュレータおよび金融機関ホストシミュレータの構築を行った。本実証事

業が商流から決済までのデータ連携し、最終的には入金消込の自動化まで実現す

る仕組みを構築した上で、その生産性効果を確認することを目的としていた。この

ための決済処理を行う上で ZEDI との連携は必須であるものの、本事業は実証と

いう位置づけであるため、ZEDI 相当の機能を時間や金融機関の制約なく柔軟に利

用し、接続効果が検証できる仕組みが必要であった。加えて、ZEDI の稼動時期と

本事業の実証期間の観点からも、十分な検証期間を確保するためには ZEDI 模擬

応答機能は必要だと考えられた。本実証では、共同利用システムにて ZEDI 模擬

応答機能を提供することで、各モデルプロジェクトの検証に有効活用いただいて

おり、当初想定通りの期待効果を得ることができたと評価する。 



41 

ZEDI 模擬応答機能は、ESP が ZEDI（商用環境）に接続する前に、事前に自

ESP のシステムやファイルフォーマットの正当性を確認する上でも役立ったと言

える。一部のプロバイダよりは、ZEDI との接続を実装する上での試験環境として

切り出してサービス提供してほしいとの声も挙がっている。本実証で提供した

ZEDI 模擬応答機能は、実証検証を行うことを第一の目的として開発したため、商

用 ZEDI との仕様差分は一定数あったが、今後に向けては、ZEDI に近しい応答を

行う機能を、ESP 向けの試験環境提供サービスとして展開することも考えられる。 

3.3.5.4 共同利用システム運用の評価 

通信パラメータやメッセージ変換の妥当性などの確認依頼が寄せられて、事務

局も十分に重きを置いて対応してきたことが各プロバイダの稼動軽減に寄与し、

円滑にスケジュール通り実証を完了することができた。 

商用化に向けてはテスト手順とかテストシナリオとかテストパターンを設けた

試験環境も提供して、シミュレータとセットで提供していくことでさらに ESP 側

の稼動削減に寄与できる可能性がある。 

3.4 設計支援ツールの整備 

3.4.1 目的 

平成２９年度中小企業・小規模事業者決済情報管理支援事業モデルプロジェクトに

おけるメッセージ設計を支援するため、最新版国連 CEFACT 共通辞書日本語対応版

を整備する。平成２８年度経営力向上・ＩＴ基盤整備支援事業（次世代企業間データ

連携調査事業）の「データ連携システム仕様フレームワーク策定」にて整備した、国

連 CEFACT 共通辞書の日本語版（データ項目リスト）について、国連 CEFACT 共通

辞書（CCL18A 版）の内容を反映し、業界横断 EDI レジストリ管理システムに登録

する。 

3.4.2 実施内容 

3.4.2.1 国連 CEFACT 共通辞書日本語対応項目の選定 

最新（2018 年 A 版）の国連 CEFACT 共通辞書（以下 CCL と呼ぶ）に対応した

日本語版共通辞書を整備する準備として次の作業を行った。 

 作業ベースとして、日本語版共通辞書 2016 年 B 版を使用。 

 CCL2017A のメッセージ BIE の内、追加・変更された項目（428 項目）を選定

し（カラム A が「ADD」「CHG」のもの）、日本語版共通辞書フォーマットに整

形 

 日本語版共通辞書 2016 年 B 版に BIE の順番と構造を考慮して CCL17A 追加・
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変更項目を行単位に貼り付け、日本語版共通辞書 2017 年 A 版（日本語ブラン

ク版）を作成 

 同様に CCL2017B のメッセージ BIE の内、追加・変更された項目（77 項目）

を選定し、日本語版共通辞書フォーマットに整形後、CCL17B 追加・変更項目

を行単位に貼り付け、日本語版共通辞書 2017 年 B 版（日本語ブランク版）を作

成 

 同様に CCL2018A のメッセージ BIE の内、追加・変更された項目（144 項目）

を選定し、日本語版共通辞書フォーマットに整形後、CCL18A 追加・変更項目

を行単位に貼り付け、日本語版共通辞書 2018 年 A 版（日本語ブランク版）を作

成 

3.4.2.2 国連 CEFACT 共通辞書 2018A 日本語対応 

日本語版共通辞書 2018 年 A 版（日本語ブランク版）のブランク項目（649 項目）

につき日本語対応をおこなった。 

3.4.2.3 業界横断 EDI レジストリの更新 

 日本語版共通辞書 2018A 版を業界横断 EDI レジストリの「業界横断 EDI 共通

辞書ダウンロード」に格納 

 共通コード表を拡充 

 登録済業界横断 EDI メッセージを、日本語版共通辞書 2018A 版を使ってバリデ

ーション（メッセージ設計支援ツール）を実施。2018A で更新されている情報項

目（日本より追加・変更を行った情報項目は仮番がふられていた）を全て刷新 

 上記メッセージのバリデーションを行うことで、日本語版共通辞書 2018A 版の

国連附番 ID と辞書引き名の正しさが検証された 
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3.5 モデルプロジェクトに関する各種技術支援 

3.5.1 実証検証パターン 

3.5.1.1 実証検証対象業務 

各モデルプロジェクトからの提案内容をベースに、本事業で実証検証を行う対象

業務を選定した。各モデルプロジェクトにおける実証検証対象業務プロセスを表６

に記載する。 

表 8 実証検証対象業務プロセス一覧 

プロセス 北海道 

PJ 

豊田・静岡 

PJ 

ERP 

PJ 

岐阜 

PJ 

注文 ○ ○ ○ ○ 

出荷 ○ ○ ○ - 

検収 ○ ○ ○ ○ 

請求 ○ ○ ○ ○ 

決済 ○ ○ ○ ○ 

本事業では商流情報と連携することで決済業務の生産性向上を主目的としている

が、全てのモデルプロジェクトにおいて商流から決済まで一連の業務を実証検証対

象としているため、実証検証対象業務としては十分であると考える。 

3.5.1.2 検証観点 

本事業は「中小企業の商取引における受発注等の商流から決済（消込等含む）ま

での一連の業務情報全体をデータ連携させる仕組みの検討」および「売掛金等の効

率的な消し込みその他取引データの活用による中小企業の生産性向上効果の測定」

に関する実証検証である。 

これを踏まえ、本モデルプロジェクトでは「受発注企業間でのデータ連携が正常

に完了し、受発注企業双方の業務が問題なく遂行できるか（データ連携）」および「決

済・商流情報連携基盤を導入した結果、企業の生産性がどの程度向上したか（生産

性向上）」の観点から実証検証を実施した。 

3.5.1.3 実証検証スコープ 

本事業ではこれら決済・商流情報連携基盤内での企業間取引とともに、現在は実

際に取引を実施していないが、決済・商流情報連携基盤同士（異なる決済・商流情

報連携基盤を利用している企業間）の連携実証も実施した。 
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図 15 モデルプロジェクト内実証検証 

 

 

図 16 モデルプロジェクト間実証検証 
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3.5.1.4 環境 

「データ連携」および「生産性向上」を確認するため、本事業では「商用 ZEDI」

および事務局が提供した「ZEDI シミュレータ」の２環境にて実証検証を実施した。

それぞれの環境に関する説明を表１に整理した。 

表 9．検証環境 

No 環境 説明 

1 ZEDI シミュレータ データ連携および生産性向上に関する各試験観

点（項目）の確認を目的として使用する。 

※複数回の試験を行う 

2 商用 ZEDI ZEDI シミュレータで確認した結果の再確認を

主な目的として使用する。 

※限られた回数での試験を行う 

3.5.1.5 検証パターン 

本事業で実証検証するパターンを以下のとおり整理した。 

表 10．検証パターン 

 検証環境 

ZEDI シミュレータ 商用 ZEDI 

検
証
ス
コ
ー
プ 

決済・商流情

報連携基盤

内 

 企業間における受発注等

の商流から決済までのプ

ロセスでデータ連携でき

ることを確認する（デー

タ連携観点） 

 決済・商流情報連携基盤

を導入した結果、企業の

生産性がどの程度向上し

たかを算出するために業

務時間測定を行う（生産

性向上の観点） 

 なお、時間測定は精度高

く算出するため現状業務

で３回以上、決済・商流情

報連携基盤導入後で５回

以上の測定を行った 

 企業間における受発注等

の商流から決済までのプ

ロセスでデータ連携でき

ることを確認する（デー

タ連携観点） 

 ZEDI シミュレータで算

出した業務時間測定の結

果と大きな乖離が発生し

ていないことの確認を目

的とし、業務時間測定を

行う（生産性向上の観点） 

決済・商流情  企業間における受発注等  企業間における受発注等
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報連携基盤

間 

の商流から決済までのプ

ロセスでデータ連携でき

ることの確認（データ連

携観点） 

の商流から決済までのプ

ロセスでデータ連携でき

ることの確認（データ連

携観点） 

3.5.2 決済・商流情報連携基盤同士の連携実証 

3.5.2.1 決済・商流情報連携基盤の組合せ 

本事業では、中小企業への普及展開を見据え、決済・商流情報連携基盤同士の連

携実証の組合せの検討を行った。最初に、必須要件として技術的要件を検討した結

果、以下２つの要件を設定した。 

1. 中小企業共通 EDI プロバイダ同士が連携できること 

2. 中小企業共通 EDI プロバイダと個別 EDI が連携できること 

次に、本事業終了後を見据えると、上記に記載した必須要件である技術観点のほ

かに、実証の事例として普及の際に各企業に対して訴求するためには実取引を意識

した取引事例とする必要があると考え、以下２つの要件を設定した。 

1. 実取引を意識した、聞き手にとって納得感があると想定される組み合わせ 

2. 同業種とする等、効果が高い（取引量が多い）と想定される組み合わせ 

これらの結果として、本事業では決済・商流情報連携基盤同士の連携実証の組合

せとして以下の通り２組を設定した。 

表 11 中小企業共通 EDI プロバイダ同士の連携 

受 発

注 

企業 PJ EDI 種別 業界 企業規模 地域 

発注 小島プレス工業 

株式会社 

豊田・

静岡 

中小企業共通 製造業 中小企業 愛知県 

名古屋市 

受注 株式会社 

イーシーセンター 

ERP 中小企業共通 サ ー ビ ス

業 

中小企業 東京都 

墨田区 

表 12 中小企業共通 EDI プロバイダと個別 EDI プロバイダとの連携 

受 発

注 

企業 PJ EDI 種別 業界 企業規模 地域 

発注 株式会社 

デリカスイト 

岐阜 個別 流通業 中小企業 岐阜県 

大垣市 

受注 有限会社 

浅野農場 

北海道 中小企業共

通 

流通業 中小企業 北海道 

当別町 
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3.5.2.2 連携実証概要 

「3.5.1.5 実証検証パターン」にて記載したとおり、決済・商流情報連携基盤同士

の連携実証は「企業間における受発注等の商流から決済までのプロセスでデータ連

携できることの確認（データ連携観点）」を目的として実施した。 

○岐阜モデル PJ（発注） × 北海道モデル PJ（受注） 

 

 

図 17 岐阜モデル PJ×北海道モデル PJ 間実証検証 
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岐阜モデル PJ（株式会社デリカスイト）と北海道モデル PJ（有限会社浅野農場）

では、「注文」「出荷」「検収」「請求」「支払」「決済」のプロセスに関してまずは ZEDI

シミュレータを使用して実証検証を行ったが、問題なくデータ連携できることを確

認できた。 

次に、商用 ZEDI を使用した実証検証であるが、発注企業である株式会社デリカ

スイト様のご意向もあり、実取引（豚肉の購入）にて実証検証を実施することとな

った。そのため、注文方法（カタログの提示や、購入単価の決定など）や出荷タイ

ミング、振込・入金確認タイミングを実業務に合わせるなど、事前に各種調整事項

が発生したが大きな問題が発生することも無く、実証検証を完了できた。 

 

○豊田・静岡モデル PJ（発注） × ERP モデル PJ（受注） 

 

図 18 豊田・静岡モデル PJ×ERP モデル PJ 間実証検証 

豊田・静岡モデル PJ（小島プレス工業株式会社）と ERP モデル PJ（株式会社イ

ーシーセンター）では、「注文」「出荷」「検収」「請求」「支払」「決済」のプロセス

に関してまずは ZEDI シミュレータを使用して実証検証を行ったが、問題なくデー

タ連携できることを確認できた。 

次に、商用 ZEDI を使用した実証検証に関しては実証のための取引（資金移動の

み）にて実証検証を行った。こちらも大きな問題が発生することも無く、実証検証

を完了できた。 

なお、架空取引における資金移動であるため「資金戻し」が必要であったが、こ
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の作業も決済・商流情報連携基盤を利用して資金移動を行った。本事業では事務局

より提供した決済メッセージを利用して総合振込および入出金明細取得を実施した

が、本事業のように決済メッセージを両社間で事前に合わせておくことで、双方向

にて振込・入金確認が出来ることが実証できた。 
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4 まとめ・考察 

本事業の成果として、「決済・商流情報連携基盤の効果」について、実証検証の結果を元

に計測、集計した結果を示す。 

定量的な効果として、決済・商流情報連携基盤の導入による業務時間の変化を計測し、

業務時間削減率を算出することで、生産性向上効果を計った。また、実証検証に参加した

受発注企業に対しアンケートを行い、定性的に効果・課題を集計することで、定量的な結

果の実感としての裏付けや、定量的に現れにくい効果や課題についても整理を行った。 

なお、本事業に参加した受発注企業は 13 社（受注企業４社、発注企業６社、受発注企

業３社）であることからマクロ統計としての情報分析を行うには数が不十分であると考え、

本報告書ではマクロ統計を前提とした考察は行っていない。 

4.1 生産性向上効果 

モデルプロジェクトの実証検証の結果から、決済・商流情報連携基盤による決済業務

および受発注等の商流業務の生産性向上効果について定量的に評価する。 

4.1.1 生産性向上効果指標の算出 

ここでは、生産性向上効果の指標として、実証検証対象業務の業務時間削減率を扱う

こととする。業務時間削減率は以下の手順に基づき算出した。 

なお、業務時間については、各モデルプロジェクトが目視しストップウォッチ等を使

用して計測した値を用いている。 

① モデルプロジェクトに参加した各企業について、現行業務の平均業務時間と対

応する決済・商流情報連携基盤導入後業務の平均業務時間を測定し、これらの平

均業務時間の差（企業別平均業務削減時間）を求めた。なお、同一企業が発注側・

受注側双方の業務を実施した場合には、発注側業務と受注側業務それぞれにつ

いて企業別平均業務削減時間を求めた。 

② 各企業について、平均業務削減時間と現行業務の平均業務時間から、企業別業務

時間削減率を求めた。なお、同一企業が発注側・受注側双方の業務を実施した場

合には、発注側業務と受注側業務それぞれについて企業別業務削減率を求めた。 

③ モデルプロジェクトごとに、発注企業、受注企業それぞれについて企業別業務削

減率の平均をとり、プロジェクト別業務時間削減率（発注企業／受注企業）を算

出した。 

④ 全モデルプロジェクトのプロジェクト別業務時間削減率の平均をとり、本実証

検証における生産性向上効果指標である業務時間削減率（発注企業／受注企業）

を算出した。 
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業務時間削減率の算出に当たっては、各企業の現行業務と決済・商流情報連携基盤導

入後業務の業務プロセスの対応づけを行い、業務プロセス別に業務時間削減率を算出

した。 

なお、同じ業務に分類される業務プロセスであっても、業種や企業により対象とする

業務の所要時間には大きな差異が生じる。そのため、各企業の業務時間の単純な合計

値・平均値から業務時間削減率を算出すると、もともとの業務所要時間が長い企業の測

定結果に計算結果が強く影響されることになる。このような影響を避けるため、ここで

は各企業別の業務時間削減率をまず計算したうえで、算出した各社の業務時間削減率

を平均する方法で、プロジェクト別および全体の平均業務削減率を計算した。 

4.1.2 実証検証対象業務で得られた生産性向上効果 

前項に示した手順で算出した業務時間削減効果は、本事業に参加した全ての発注企

業の平均で商流業務：51.1%、決済業務：58.2%、業務全体：55.6%の結果となった。

また、受注企業では商流業務：34.8%、決済業務：55.4%、業務全体：37.5%の結果と

なった。このように、全体として業務時間が大きく削減されるという結果が得られた

ことから、本事業にて実証検証を行った決済・商流情報連携基盤の仕組みは、中小企

業の受発注業務および決済業務に関して十分な生産性向上効果を期待できるものと

考えられる。 

表 20 にモデルプロジェクト単位で集計した「決済業務における発注企業・受注企業

別の業務時間削減効果」を示す。 

表 13 決済業務における発注企業・受注企業別の業務時間削減効果 

モデルプロジェクト名 発注企業 受注企業 

北海道モデル PJ 72.7% 33.0% 

豊田・静岡モデル PJ 46.7% 76.7% 

ERP モデル PJ 28.8% 70.5% 

岐阜モデル PJ 84.6% 41.6% 

全体平均 58.2% 55.4% 

業務時間削減率にばらつきはあるものの、全てのモデルプロジェクトにおいて平均

業務時間は大きく削減される結果となった。 

発注企業、受注企業別に業務時間削減率を比較すると、豊田・静岡モデルプロジェ

クトおよび ERP モデルプロジェクトでは受注企業の方が発注企業よりも高い削減率

となったが、北海道モデルプロジェクトおよび岐阜モデルプロジェクトでは発注企業

の方が受注企業よりも高い削減率となった。本事業では「受注企業による売掛金等の
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効率的な消し込みによる生産性向上」を決済・商流情報連携基盤の主要な導入効果と

して想定していたが、発注企業の決済業務において受注企業よりも高い生産性向上効

果が得られたプロジェクトがあったことは大変興味深い結果だといえる。この点に関

する考察は後述する。 

次に、表 21 にモデルプロジェクト単位で集計した「商流業務における発注企業・受

注企業別の業務時間削減効果」を示す。 

表 14 商流業務における発注企業・受注企業別の業務時間削減効果 

モデルプロジェクト名 発注企業 受注企業 

北海道モデル PJ 50.2% 7.1% 

豊田・静岡モデル PJ 42.8% 7.2% 

ERP モデル PJ 77.7% 88.0% 

岐阜モデル PJ 33.7% 36.9% 

全体平均 51.1% 34.8% 

商流情報における業務削減率は、決済業務で見られた以上のばらつきはあるものの、

全てのモデルプロジェクトにおいて業務時間が削減される結果となった。発注企業、

受注企業別に商流業務時間の削減率を比較すると、モデルプロジェクトによって発注

側と受注側の生産性向上効果のバランスが大きく異なる結果となった。全体平均では

発注企業の方が業務時間削減率が高い結果となった。 

この結果は、商流情報に中小企業共通 EDI を活用して実証検証を実施した平成 28

年度事業での実証検証結果に比べ受注企業における削減率は低下したものの（平成 28

年度事業では発注企業：51.1%、受注企業：47.3%）、全体としては大きな業務時間削

減率となっていることから、決済・商流情報連携基盤が決済業務のみならず商流業務

においても生産性向上効果を持つことが確認されたといえる。 

最後に、商流・決済両業務を合計した業務全体における業務時間削減率の算出結果

を以下に示す。業務全体を通して見ると、生産性向上効果は発注企業の方が高いもの

の、受注企業においても十分な効果があるという結果が得られた。 

表 15 業務全体における発注企業・受注企業別の業務時間削減効果 

モデルプロジェクト名 発注企業 受注企業 

北海道モデル PJ 65.2% 16.8% 

豊田・静岡モデル PJ 43.2% 9.1% 

ERP モデル PJ 61.0% 85.7% 
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岐阜モデル PJ 53.2% 38.5% 

全体平均 55.6% 37.5% 

4.1.3 業務時間削減要因の分析 

決済・商流情報連携基盤の導入・利用による業務時間削減について、タスク（例： 

FAX 送信、システム入力、文書印刷、文書ファイリング、通帳記帳、売掛金消し込み、

入金明細問合せ、など）の粒度で分析を行い、効率化の要因を次の２パターンに分類

した。 

① 決済・商流情報連携基盤の利用により、これまでよりも手間が削減されるパ

ターン 

決済・商流情報連携基盤の代表的な効果として、既存業務でのデータ手入

力・手作業業務が自動化されることがある。例えば、これまでは Excel で管

理していた情報を社内システムに手入力していたが、決済・商流情報連携基

盤を導入することにより手入力ではなくデータ連携するためのオペレーショ

ンで済む場合などがあげられる。 

他には、既存業務では請求・支払を行う際に明細情報との突合作業が発生

し、これを目視で確認しながら業務を行っていたところが、決済・商流情報

連携基盤では受発注情報等がデータ化されているため自動連携されることに

より効率的に業務を行えることなどがあげられる。 

② 決済・商流情報連携基盤の導入・利用に伴う業務の見直しにより、タスクそ

のものが不要になるパターン 

決済・商流情報連携基盤の導入の際、特に既存業務を紙媒体で行っていた

場合は、受発注業務の業務フローに大きな見直しが入る。その際、例えば既

存の業務にあった注文書や請求書等の印刷、ファイリングなどのタスクが、

業務フローの見直しにより実施する必要がなくなる。 

他方、決済・商流情報連携基盤の導入・利用により、むしろ業務時間が増加したタ

スクがあり、次の 2 パターンに分類した。 

① 決済・商流情報連携基盤の導入により、これまで実施していなかったタスク

が増えたパターン 

決済・商流情報連携基盤の導入・利用に伴い業務を見直した結果、既存の

業務では存在しなかった CSV データの作成、取り込みなどのタスクが発生

することがあり、この業務時間は純増となる。 
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また本事業では、ZEDI への接続チャネルは一括ファイル伝送（FB）にて

実証検証を実施したが、金融機関によっては振込の際に、電話（自動ガイダ

ンス）による振込意思確認のフローが増加し、Web画面以外の操作が発生し、

この業務時間が純増となることもあった。 

② 決済・商流情報連携基盤の導入により、これまで実施していたタスクの作業

時間が増えたパターン 

決済・商流情報連携基盤を利用することで、既存業務と変更があることか

ら、同様のタスクにおいてむしろ時間がかかる場合がある。例えば、紙媒体

で作成や受領していたタスクを決済・商流情報連携基盤でやり取りする場合

にデータ入力や確認作業が増えた場合や、既存のシステムに対する従業員の

慣れが強い場合などは、新たな決済・商流情報連携基盤の利用により、業務

時間が増加する場合があった。なお、実証期間では検証できなかったが、従

業員の習熟と共にこのような時間が削減される可能性がある。 

4.1.4 決済業務における業務時間削減に関する考察 

これまでの内容により、決済・商流情報連携基盤が発注企業・受注企業双方におい

て商流業務、決済業務いずれにおいても一定程度の生産性向上が見込めることが判明

したが、ここでは特に決済業務における生産性向上について考察したい。 

決済業務をタスクレベルで確認すると、特に効果が大きかったのは発注企業におけ

る振込金額の確認（請求書や検収書との突合）、受注企業における入金金額の確認（入

金対象情報との突合）である。この点は本事業における問題提起が正しかったことの

証左であると考える。 

一方で、前述の通りではあるが、本事業における主な目的として「売掛金等の効率

的な消し込みによる生産性の向上」を掲げていた。これは受注企業が享受できる恩恵

である。しかしながら本事業での実証検証においては発注企業：58.2%、受注企業：

55.4%の結果から分かるようにわずかではあるが発注企業の方がより高い削減効果を

享受している。 

決済・商流情報連携基盤は発注企業・受注企業双方にメリットがあると考えられる

が、結論から述べると、発注企業の方が受注企業と比較してより効果が高かった要因

は本事業に参加した企業特性によるところが大きいと考えられる。以下に個別モデル

プロジェクトの企業特性を記載する。 

・ 北海道プロジェクトでは発注企業：72.7%、受注企業：33.0%の削減率となって

いるが、現行業務における IT 活用は発注企業が Excel、受注企業が市販パッケ

ージであった。そのため、決済・商流情報連携基盤導入による決済業務の生産
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性向上効果が発注企業の方が高かった。（企業レベルでの IT 導入状況による要

因） 

・ 岐阜モデル PJ では発注企業：84.6%、受注企業：41.6%の削減率となっている

が、現状業務における振込時の金額確認を請求書ベースで目視にて実施してい

たが（全業務の 28.8%）、決済・商流情報連携基盤ではこのタスクが不要になっ

たため削減率が高くなった。（業務プロセスレベルでの IT 活用状況よる要因） 

総括すると、ZEDI を活用した決済業務（売掛金等の効率的な消し込み）は、決済・

商流情報連携基盤導入前の企業および業務プロセスレベルでの IT 導入状況、さらに

は IT 化計画を含めた既存システムとの連携方式により得られる効果に差はあるが、

決済業務における共通的な課題である目視による振込および入金確認が効率化され

ることにより、発注企業・受注企業双方にメリットがある仕組みであるといえよう。 

また、このメリットを最大限享受するためには決済業務のインプット情報となる商

流情報が電子化され、決済業務にデータ連携されていることが重要である。受発注企

業双方が商流から決済までの一連業務を EDI 化する決済・商流情報連携基盤はこの

点からも ZEDI 活用のメリットを最大限享受するためには非常に有用な仕組みであ

ると考えている。 

4.2 その他効果と課題 

前述の生産性向上効果以外の効果及び課題を以下に記載する。なお、本事業に参加頂

いた受発注企業に対してアンケートを実施した。本項は受発注企業へのアンケート結

果およびプロバイダ事業者双方の効果及び課題を記載する。 

4.2.1 効果 

①社員の労働環境改善 

１点目の効果として「社員の労働環境改善」が挙げられた。現在の商習慣において

は、決済業務は月末月初に稼働が集中する。また、決済業務はその業務の特性上、処

理すべき情報量が多く、かつ緻密な作業が必要とされる。 

決済・商流情報連携基盤の導入はこのような人手の作業を強力に支援する効果があ

ると考えている。 

受発注企業およびプロバイダ事業者から挙がってきた具体的なコメントを以下に記

載する。 

 受発注および決済時に複数の伝票の紛失等に注意を払い、さらに手動による計

算や書類の整理整頓を行う必要がある。特に締日や支払日前後においては膨大

な情報の精査や入力を手動で行い、業務が集中し長時間労働につながることも
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ある。従業員の精神的負荷が高まると人材不足につながる恐れもあり、小規模

な事業者であればあるほど事業継続上の問題にもなりかねない。決済・商流情

報連携基盤を導入することにより労働環境を改善し、長期的な人材の確保に役

立つものと思われる。 

 日々の検収通知データを送ることで業務の平準化を図ることができる。 

 従来は、入出金の業務は特定の者しか行えなかったが、決済・商流情報連携基

盤にて支払/決済が行えるようになると、権限設定のみで誰でも対応できるよう

になるため、社内の業務が円滑に進むようになると期待できる。 

②手戻り作業、経費等の削減 

２点目の効果として「手戻り作業、経費等の削減」が挙げられた。手戻り作業には

大きく２つの観点があり、「自身のミス」と「他者のミス」である。特に、他者が作業

した結果を受けて自身が作業する場合（請求情報を受けて振込処理を行おうとしたが、

請求金額が誤っていた、等）、他者および自身に手戻りが発生することで生産性低下

は大きくなると考えられる。 

また経費等の削減とは、これまで紙媒体でやり取りしていた企業では各種情報が電

子化（メッセージ連携）されることで紙が不要になり、それに伴う紙代やトナー代、

郵便代などの経費削減が可能になる。 

受発注企業およびプロバイダ事業者から挙がってきた具体的なコメントを以下に記

載する。 

 従来は FAX で送受信していたので、FAX が届いた後に気が付かないことも多

かったが、EDI を利用すると、データ受信の際は直接担当者にメールが届くの

で、商取引のスピードが格段にあがった。 

 これまで、相手企業のミスによる入金額の違算が発生することがあったが、商

流と決済が連携することで、入力の転記ミスがなくなり入金額の違算の発生を

抑えられ、業務時間削減につながると期待できる。 

 手作業による人的ミスの低減や、ペーパーレス化に伴い経費の削減が期待され

る 

 出荷通知データを活用することで検収時の違算を低減することが期待できる。 

③SCCC 改善に向けた仕組み構築 

SCCC を改善させるためには、参加しているサプライチェーン全体での調整が必要

になる。また、これは企業の資金繰りに直結する取り組みでもあるため、IT 化により

その仕組みが構築されたとしても、すぐに改善されるものではないと考えている。 

このような事情があることに加え、本実証検証では、SCCC 指標を測定する十分な
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実証期間が得られなかったため、定量的な改善効果については検証することができな

かった。しかしながら、豊田・静岡モデルプロジェクトでの豊田商工会議所モデルに

おいては、納品単位での請求・支払が可能になったことで、受取債権回転期間の短縮

による SCCC の改善効果が期待できるようになるなど一定の効果はあったと考えて

いる。 

受発注企業およびプロバイダ事業者から挙がってきた具体的なコメントを以下に記

載する。 

 慣れ親しんだ商取引タイミングを一部の受注企業が叫んでも急には変わらない

だろうが、決済・商流情報連携基盤によるＺＥＤＩによって、月末一括支払い

の習慣を変革できる可能性もある。これは商流（販売）と決済（経理）が同一

のシステムでシームレスに結ばれるからである 

4.2.2 課題 

次に、課題について記載する。課題は大きく以下の９つにカテゴライズされる。 

①本事業および EDI の認知度向上 

②コストの低減 

③取引先での導入 

④導入人材の創出 

⑤電代業の登録および金融機関との契約締結 

⑥ZEDI 利用に係る決済業務 

⑦共同システムへの要望 

⑧既存 EDI の対応 

⑨中小企業共通 EDI への要望 

これらの課題は今後普及を推進していくための行動指針となる行動計画等で解決に

向け実行されるものである。詳細は行動計画を参照されたいが、ここでは受発注企業

およびプロバイダ事業者から挙がってきた具体的な課題を記載するに留める。 

①本事業および EDI の認知度向上 

 EDI（企業間電子商取引）の認知と推進 

 発注企業側の金融 EDI を活用する際のメリットがない、または薄い、と判断さ

れてしまう可能性（自動消し込みは受注企業のメリット） 

 製造業では手形による決済が未だに主流であり、ZEDI のメリットが企業に見

えてきていない。現状は業務が増えるイメージが先行してしまっている 

②コストの低減 

 IT 導入補助金等の施策の継続的な実施 
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 ＦＢは初期費用で２万円、月額も２万円程度が必要となる。大手企業から見る

と大した金額ではないが中小企業・小規模事業者はとしては相当の負担である。 

 今回の実証検証で作成されたシステムは FB に対応したものとなり、一般的に

普及が進み利用料金も安価である IB への対応にもシステム改変の費用がかか

る 

 業務システム改革（ERP）と EDI 導入支援体制の確立 

③取引先での導入 

 相手企業が導入しないと実現しない。取引の多い企業が個人や小規模事業者が

多いため、導入のハードルが高く思われる。 

 SCCC の改善には、サプライチェーン全体での一斉の取り組みが不可欠 

④導入人材の創出 

 今後流通 BMS 等と接続する際には別途マッピング（データ連携項目の調整な

ど）が必要 

 IT 人材による導入支援が必要 

⑤電代業の登録および金融機関との契約締結 

 金融庁、財務局、銀行毎に、FISC の API 接続チェックリストを元にした確認

を受ける必要がある 

 銀行毎にチェックリストを提出し確認を受ける必要がある。契約締結後は銀行

毎に定期監査が実施 

 金融庁の求める組織体系を含む会社の体制やシステムのセキュリティレベルが、

商流で実装されるものよりはるかに高い 

 電気通信・IT 事業者にとってより参入しやすく、且つセキュリティも一定以上

を担保できるような仕組みづくりが求められる 

 要求レベルが想定できないため、新規参入の判断が難しい 

⑥ZEDI 利用に係る決済業務 

 振込依頼伝送時の銀行への FAX 承認手続きが煩雑 

 金融機関によって振込指示の時間と振込日の指定可能日がまちまちでタイムラ

グが発生する 

⑦共同システムへの要望 

 ＩＢ方式の連携基盤サービスの提供 

 大量処理の状態でのレスポンス低下やシステムダウンの防止 

 マスタ類をどこに持つか？どこがメンテを行うか？ 

 セキュリティレベルはその可用性が確保される限り高めるべきであると考える

が、対策を講じるための費用が高額になることが予想される 
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 アプリケーションとしてどの程度まで制限を設けるか 

⑧既存 EDI の対応 

 中堅企業以上の独自開発システムの対応 

 既存 EDI 及び既存業務ソフトとの連携の推進 

⑨中小企業共通 EDI への要望 

 中小企業共通 EDI メッセージを用いたとしても、各システムで必須、任意の項

目にばらつきがある場合があり、また年々進化を続けるメッセージに対応する

ベンダーの負担も軽視できない 

 現状の中小企業共通 EDI 仕様のプロセスおよびメッセージでは前受金の考慮

が無いため消込処理が行えない 

 商品コードの国際コードを格納するフィールドが存在しない 

 受発注取引の累積が必ずしも振込金額とはならないケース（消費税の計算方法

や丸め、もしくは相互の取引の結果相殺した金額を支払う、もしくは相手先に

よっては取引額による値引き交渉が入る等のケース） 

 中小企業共通 EDI プロバイダ同士が協調してメッセージガイドラインの策定

などを行うことでユーザー企業が容易に導入できる支援を行うことが必要 

 受発注取引の累積が必ずしも振込金額とはならないケース（消費税の計算方法

や丸め、もしくは相互の取引の結果相殺した金額を支払う、もしくは相手先に

よっては取引額による値引き交渉が入る等のケース） 


